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有田市水道事業経営戦略

事業の現況

　料金体系は、用途別料金（家事用・営業用・工場用 等 ）を採用、基本料金と、従量料金を設定していま
す。
　平成29年度の水道料金の改定にあたっては公益社団法人日本水道協会の「水道料金算定要領」に基
づき、総括原価方式を採用し、資産維持費を含めた料金算定を行っています。
　【区分】　用途別　　【基本料金】　基本水量有（10㎥）　　【従量料金】　　一定
　料金表　・・・・・　別紙１のとおり

230.0
千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

施 設 利 用 率 63.0

施 設 数

策 定 日 ：

団 体 名 ：

事 業 名 ：

2.10

　平 成 29 年 4 月 1 日

有 収 水 量 密 度

　有田市

昭 和 35 年 5 月 15 日

　本市では、水道事務所水道課として設置しています。
　平成30年4月1日現在では、所長1名、課長1名、主幹1名の管理職のもと、業務係2名、工務給水係4名を配置し、正職員が9名体
制で事業を運営しています。
　平成30年4月1日現在　・・・・・　別紙2のとおり

これまでの主な経営健全化の取組

【民間活用】
  ・次の業務を包括的に民間企業に委託し、事務の効率化を図っています。
　　　　（業務内容）　　調定・更生・請求・収納・集金・滞納整理業務、入金・出金伝票作成業務、水道量水器の検針・検定満期
     　　　　　　　　　　　 取替計画 ・在庫管理業務、水道の開閉栓、給水停止業務、窓口・受付業務
 　　　 （委託開始）　　平成26年4月1日から
  ・コンビニでの収納を開始し、納入場所や時間帯の拡大により、お客様サービスと収納率の向上を図っています。
　　　　（収納開始）　　平成23年4月1日から
【その他】
　・市総務課管財係と連携して、電気代の契約を見直し、水道施設の動力費（電気料）の削減を図っています。
　　　　（契約変更）　　平成29年4月1日から

　経営比較分析表は事業体の経営および施設の状況を表す主要な経営指標を１シートに取りまとめたもので、経年比較や他の類
似団体との比較、複数の指標を組み合わせた分析により、経営の現状及び課題を把握することができます。
 　経営比較分析表　・・・・・　別紙のとおり

配水池設置数

22,000 ㎥／日

計 画 給 水 人 口 35,000

現 在 給 水 人 口 28,499法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

 法適 （ 全部 ）昭和42年4月1日
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　平成19年度の1日あたりの平均給水量は15,678㎥／日でしたが、平成29年度では13,865㎥／日まで減少しており、10年前と比較
すると、給水人口の減少に加え、節水型機器の普及や節水意識の高揚などにより水需要は減少傾向にあります。今後も給水人口
の減少に伴い、水需要が減少していくものと予測しています。
　過去の実績値に基づく時系列傾向分析の結果、平成39年度の年間有収水量は3,538千㎥となり、平成29年度年間有収水量4,049
千㎥に対し87.4％となり、511千㎥減少するものと予測しています。

　（年間有収水量見込み）　平成29年度　　4,049千㎥　　→　　平成39年度　　　3,538千㎥

　本市の給水人口は、水道が創設されてから昭和58年まで増加を続けてきましたが、昭和58年の36,043人をピークに減少傾向に転
じ、現在まで毎年減少してきています。現在の少子高齢化の社会情勢から今後も人口が減少していくものと見込まれます。
　有田市人口ビジョンの推計値を基に本市の将来の給水人口を推計しますと、平成39年度における給水人口は25,091人、平成29
年度末給水人口28,499人に対し88.0％となり、約3,400人減少するものと予測しています。

　（給水人口見込み）　平成29年度　　28,499人　　→　　平成39年度　　　25,091人

給水人口の予測

２．将来の事業環境

水需要の予測

料金収入の見通し

　本市の料金収入は年々減少傾向にあり、その要因は人口の減少や節水型機器の普及などによる使用水量の減少にあると考えら
れます。また、水道施設の経年化や、近年、全国各地で発生している震災による水道管の被害状況などを踏まえ、基幹管路等の耐
震化を進めていく必要があります。このような状況の中、平成29年4月に平均22.1％の水道料金値上げを実施したことで、収益的収
支は当面赤字に成ることはありません。しかし、今後も人口減少等により料金収入は減少していくものと見込まれ、また、基幹管路
等の耐震化事業を進めていくには、平成34～36年度頃には水道料金の値上げが必要と思われる。
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（４）

（５）

３．経営の基本方針

（１）投資・財政計画（収支計画）：別紙様式第２号の通り

　水道は、市民生活や社会・経済活動において、欠くことのできない重要なライフラインであり、安心で安全な水の供給が求められて
います。また、災害等の緊急時においても一定の給水を確保することが水道事業の重要な責務であります。 このような状況を踏ま
えて、有田市水道ビジョンに掲げている ①持続　（おいしい水と健全な事業運営を持続できる水道）　②安全　（おいしい水をいつで
も安心して飲める水道） ③強靱　（災害などに強くしなやかに対応できる水道）を目指すべき将来像と位置づけ、この将来像を実現
すべく本経営戦略の基本方針を次のとおりとします。
①持続
　水需要の減少をまず検討し、適正な施設整備と効率的な施設の維持管理を図るとともに、投資を平準化し、職員のコスト意識向
上による経常経費の更なる削減に努めることで、収支均衡のとれた健全で円滑な事業運営を実現します。
②安全
　水源から蛇口までの水質管理を徹底し老朽化施設や管路を計画的に更新することで、いつでも安心しておいしく飲める水道水を
供給します｡
③強靱
　地震や大雨等大規模災害にも迅速に対応できるよう、日頃から訓練を実施することで危機管理体制を強化すると共に、更新期に
合わせて基幹管路の耐震化を優先に進めていきます｡

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

組織の見通し

　市の水源は地下水で、浄水場は、下中島浄水場、新堂浄水場、河南浄水場、須谷水源地、星尾水源地の5か所。配水池は、下中
島第1配水池、下中島第２配水池、糸我配水池、宮崎受水池・矢櫃配水池・市原調整池の6か所あります。配水能力は22,000㎥／
日、これに対して平成29年度の平均配水量は13,865㎥／日、最大配水量は17,481㎥／日となっており、施設利用率は63.0％です。
また、管路には導水管・送水管・配水管があり、平成29年度末の合計延長は約230kmです。
　施設や管路の経年化資産（耐用年数経過）は年々増加傾向にあり、毎年一定の更新を進めていますが、現状は経年化していく資
産に更新が追い付かない状況です。厚生労働省「アセットマネジメント簡易支援ツール ver.2.0」を用いて、施設・管路の更新需要を
算出したところ、次のような結果となっています。
【施設】
　現状のまま、更新しない場合、法定耐用年数の短い機械・電気設備を中心に施設関係の老朽化資産（耐用年数の1.5倍経過）が
増加し、2033年度（平成45年度）には全体の約半分を占めることになり、2067年度（平成79年度）には健全資産（耐用年数以内）が
なくなります。
【管路】
　管路は、法定耐用年数が40年と長いですが、平成28年度末の管路経年化率は15.56％となっています。このまま更新しないと、
2029年度（平成4１年度）から老朽化資産が現れ、経年化資産と合わせて管路全体の半分以上を占めます。さらに2055年度（平成
67年）には老朽化資産だけで約半分を占め、健全化資産が全く無い状況となります。

　今後は、人口減少等により水需要の減少が見込まれるため、過剰な施設保有に伴う維持管理コストの削減を図るべく、施設の統
廃合を検討していく必要があります。

施設の見通し

４．投資・財政計画（収支計画）

　組織については、料金徴収等包括業務を民間企業に委託したことにより、平成25年度に13名（内臨時職員４名）であった職員が、
平成30年4月1日現在10名（内臨時職員1名）となっています。平成31年度からは浄水施設の管理を民間企業に追加委託すること
で、職員８名体制を検討中です。
　広域化、人口減少に伴う水需要の減少、水道施設の老朽化、深刻化する人材不足等の課題への対応を考えると、優秀な民間企
業の活用が不可欠で、職員８名体制を当面は維持しながら、水道施設の維持管理や市民サービスの向上を図ります。

目 標

　水道事業の健全性を保ちながら、計画的に施設・管路の更新を行って耐震化・長寿命化を進め、有収
率の向上を図ります。

 基幹管路耐震化率　　20.0%　以上　（平成39年度）
 有収率　　　　　　　　　 85.0%　以上　（平成39年度）

　投資については、有田市水道事業基幹管路等更新計画に基づいて計画的に実施していきます。

【管路】
　現在、南海トラフ巨大地震、東海・東南海・南海三連動地震の発生が懸念されていますが、現実に発生した場合、大規模な漏水と
断水が予想されます。この対策を当面の課題として事業を推進していきます。管路の更新に当たっては、財政面から優先順位を付
けて計画的に更新していくことが合理的であります。本市の浄水施設及び配水池の耐震化状況は、ほぼ100％を達成している一方
で、管路については、耐震化が低く、特に基幹管路は耐震化率が8.12％（平成29年度実績）と、和歌山県や全国平均を下回ってい
る状況です。これらを踏まえて、本計画期間においては、まず施設より基幹管路（配水本管）の更新に重点をおいて事業を実施して
いきます。なお、更新にあたっては、地震の揺れによる離脱を防止する機能を有する管路（いわゆる耐震管）を採用します。また、併
せて漏水調査を行い、漏水が特定された箇所についても適切に更新を行っていきます。

【施設・設備】
　施設の故障等を予防するため、定期的な点検を行うことで、老朽箇所の早期発見や補修につなげ、施設の長寿命化を図っていき
ます。また、施設の更新にあたっては、過去の点検や修繕の記録を加味し、法令や各種指針に示される耐用年数などを踏まえて、
計画的に更新を行っていきます。なお、今後とも水需要の減少が見込まれるため、将来的には施設能力に余裕が生じる可能性があ
ります。ただし、事故等の不測の事態に備えて、施設能力に一定程度の余裕が必要であるため、本計画期間においては、すべての
施設を現状維持していくとして費用を見込んでいます。今後、須谷水源地、星尾水源地といった小規模の浄水施設について統廃合
を、また、水道事務所、河南浄水場は、施設の更新を検討していくこととします。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

　今後も水需要の減少が予想されることから、浄水場、配水池などの施設・設備の統廃合を検
討していきます。また、基幹管路の耐震化に際しては、水需要の減少を考慮し、適切な口径かど
うか検証しながら進めていきます。

　近い将来、早急な大規模更新の必要はありませんが、今後、施設・設備を更新する際には、水
需要予測に基づく施設等の合理化を検討します。

民間の資金・ノウハウ等の
活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

施設・設備の長寿命化等の
投 資 の 平 準 化

　今後も引き続き定期的な点検・修繕を行うことで、水道施設・設備の長寿命化に努めていきま
す。

広 域 化

　水道事業を取り巻く環境は厳しさが増すと予想されており、その対応策の１つとして広域化が
考えられます。年２回の「水道事業懇談会（紀中有田地域）」に本市も参画して有田郡市での水
道事業体の共同化・広域化について協議しています。今後は、関係団体とも協力しながら経営
効率化につながる有効な連携（共同委託や共同発注、非常時の相互応援訓練など）が可能か
どうか検討していきます。

そ の 他 の 取 組 －

　これまで、事務部門での民間活用や組織体制の見直し等により、業務の効率化や経費の削減
に取り組んできましたが、将来にわたって必要な市民サービスを維持していくため、先進地事例
等を参考とし、職員の技術の継承が保たれる範囲で更なる民間のノウハウ活用を検討していき
ます。

【職員給与費】
　事務管理部門の業務を民間企業に委託し正職員数が9名まで減少しています。平成31年度より浄水施設の管理を追加委託する
ことで職員8名体制を検討中です。平成32年度以降は、浄水施設の管理を委託にするか、専門職員を雇用するかにより経費は変動
しますが、今回は職員8名体制で見込んでいます。
【動力費】
　平成29年度から関西電力㈱と前年度実績から13％程度割引となる法人特約契約（平成29年度から3年間）を締結し、動力費の削
減につながっています。平成31年度以降はこれをベースに現状維持を見込んでいます。
【修繕費】
　本市の管路更新率は0.80%（平成28年度）と類似団体より低く、このため平成26年から29年度にかけて有収率が低下傾向を示して
います。このことは管路の更新が老朽化のペースが追いついていないことを示しています。管路更新については基幹管路（配水本
管）を重点的に進め、配水支管の更新ペースは現状維持の範囲内とする計画であるため、今後10年間は老朽化の進行により修繕
費が約３％ずつ増加すると見込んでいます。
【委託料】
　既に、事務管理部門に関する業務については民間企業に委託して事務の効率化、経費節減を図っています。平成31年度より浄
水施設の管理を民間企業に追加委託を計画中で増加を見込んでいます。平成32年度以降は、浄水施設の管理を委託にするか、
専門職員を雇用するかにより経費は変動しますが、今回は委託で見込んでいます。

目 標

　投資額を平準化して計画的に建設改良事業を実施していくための財源は、内部留保資金・建設改良積
立金及び国庫補助金・地方公営企業繰出基準に準じた一般会計からの繰入金を主財源とし、なお、不足
する分は、次世代に負担が過重にならないよう配慮して企業債残高を縮減させながら企業債の活用を図
ります。

企業債残高対給水収益比率　　　２５０％ 以内　（平成39年度）

【水道料金】
　平成29年度に水道料金を改定（平均改定率22.1％）しています。計画期間の料金収入は、料金改定を反映した新料金で見込んで
います。具体的には、人口予測、1人１日有収水量、年間日数から年間有収水量を算出し、これに料金改定後の平成29年度実績見
込みから求めた供給単価 125.37円／㎥を乗じて算定しています。
【企業債】
　平成30年度以降の基幹管路更新事業の財源の一部として起債の活用を見込んでいます。ただし、将来的な給水収益の減少を鑑
み、企業債残高の削減を進めていく必要があります。このため、起債の発行に際しては原則、年間の償還元金の範囲内に抑制する
よう努めていきます。
【繰入金】
　本市の配水管布設替工事が地方公営企業操出金（総務副大臣通知）の第1の3（上水道の出資に要する経費）の基準に該当する
ため、平成29年度から39年度までの間、一般会計からの基準内繰入金を見込んでいます。
【国庫補助金等】
　本市の基幹管路（配水本管）布設替工事が水道管路緊急改善事業（生活基盤施設耐震化等交付金事業、交付率は事業費の1／
3）の交付要件に該当するため、平成29年度から33年度までの間、当交付金を見込んでいます。

②　収支計画のうち財源についての説明

5



②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

職 員 給 与 費

　保有資産の有効活用と収入の確保を図るため、施設の統廃合等により遊休地が生じた場合、
売却処分、貸付等の検討を行います。

そ の 他 の 取 組 -

企 業 債

委 託 料

修 繕 費

　平成26年度より事務管理部門（料金の調定・請求・集金、滞納整理、検針、開閉栓、給水停
止、窓口・受付業務等）で導入済みの民間委託について、浄水場や配水池などの施設の維持管
理（事業部門）についても平成31年度より導入を検討していきます。

　突発的な事故等で老朽管や施設の設備が破損すると修繕に多大なコストがかかってしまうた
め、計画的に老朽管等を更新することにより、予防保全を進めていきます。

　施設・設備の適正な運営及び維持管理により、動力費の低減に努めていきます。
　また、設備更新の際は、施設の運営状況を踏まえた上で、省エネ型機種などの環境負荷に配
慮した設備機器の導入も検討していきます。

　職員給与費については、これまでも組織の効率化と民間委託の推進により縮減に努めてきま
したが、今後も民間委託の拡大等を検討し、定員の適正化に努めていきます。

動 力 費

繰 入 金

　本市の水道料金は、消費税分の転嫁を除き、平成12年度から値上げをせず、県内でも低い料
金水準となっていましたが、施設や管路の更新に必要な財源を確保する必要が生じ、平成29年
4月に平均22.1％増の料金改定を実施しました。これにより平成33年度までの財源確保が図れ
る見通しです。しかし、今後とも人口減少等により料金収入が減少していくことが見込まれます。
水道料金は効率的な経営のもとで適正な原価を基本とし、公営企業の健全な経営が確保できる
ように設定する必要があります。今後も定期的に財政収支状況を確認し、5・6年に一度は適正
な料金水準を検証していきます。

　今後、水道法の改正により、広域連携・官民連携の動きが活発になってくると思われます。広
域連携については、和歌山県が策定する「水道基盤強化計画」等により、有田市と有田郡市全
体でメリットのある内容であれば検討します。官民連携については、コンセッション方式により民
営化に移行する自治体は少ないと思われるため、現在行っている包括業務委託を推進していき
ます。
　なお、この経営戦略については、毎年度進捗状況の管理（モニタリング）を行い、実績と「投資・
財政計画」との比較検証を行い、違いがある場合にはその原因調査と対策を図り、経営健全化
と財源確保に関する取り組みに反映させていきます。また、社会経済情勢や水道を取り巻く環境
の変化等に対応するため、必要に応じて経営戦略を見直すものとします。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）によ
る

収 入 増 加 の 取 組

　企業債を財源として整備された施設や管路は、資産として将来にわたって使用できることか
ら、その整備に要する費用を現在の使用者がすべて負担するのではなく、企業債を活用するこ
とで世代間の公平性を保つ効果があります。一方、本市の企業債残高（平成29年度末）は約
17.5億円で、給水収益に対する企業債残高の割合が約350％と高い水準にあります。
　今後は、財政上の負担軽減と世代間バランスの公平との観点から適正な水準を検討し、将来
世代への過度な負担とならない範囲で企業債の活用を図りつつ、現状よりも企業債残高を減少
させていきます。

　水道施設等の老朽化に伴い、今後も多額の建設改良費を要することから、財源を確保するた
め総務省が示す地方公営企業繰出基準に基づき、一般会計からの基準内繰入金を見込んでい
ます。

　近年、有収率が低下傾向にあるため、漏水調査等を実施し、有収率の向上に努めます。そ の 他 の 取 組
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度

区　　　　　　分

１． (A) 426,030 505,041 499,058 493,194 486,202 479,316 472,533 465,852 459,271 452,789 446,404 440,115
(1) 422,756 501,329 495,967 489,070 482,078 475,192 468,409 461,728 455,147 448,665 442,280 435,991
(2) (B)
(3) 3,274 3,712 3,091 4,124 4,124 4,124 4,124 4,124 4,124 4,124 4,124 4,124

２． 23,909 18,751 18,973 19,271 20,361 20,915 21,061 19,760 19,516 19,407 18,721 18,707
(1) 160 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260

160 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260

(2) 13,142 13,067 13,195 14,252 14,583 15,137 15,283 13,982 13,738 13,629 12,943 12,929
(3) 10,767 5,524 5,518 4,759 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518 5,518

(C) 449,939 523,792 518,031 512,465 506,563 500,231 493,594 485,612 478,787 472,196 465,125 458,822
１． 371,805 373,341 378,196 388,027 388,196 394,362 389,472 388,009 383,278 383,763 386,806 393,897
(1) 53,765 50,761 55,540 56,494 56,899 56,899 56,899 56,899 56,899 56,899 56,899 56,899

24,720 23,756 25,400 26,350 26,350 26,350 26,350 26,350 26,350 26,350 26,350 26,350
5,169 5,243 4,358 3,953 4,358 4,358 4,358 4,358 4,358 4,358 4,358 4,358

23,876 21,762 25,782 26,191 26,191 26,191 26,191 26,191 26,191 26,191 26,191 26,191
(2) 123,092 128,253 131,801 148,412 146,676 152,105 144,616 143,001 141,343 146,856 152,287 152,325

49,494 47,142 48,086 48,350 48,350 48,350 48,350 48,350 48,350 48,350 48,350 48,350
13,560 19,709 21,440 26,034 25,940 28,640 23,140 22,040 22,040 25,940 28,640 28,640
38,201 34,750 35,856 44,190 42,978 46,107 44,218 43,903 41,445 43,158 46,289 46,327
21,837 26,652 26,419 29,838 29,408 29,008 28,908 28,708 29,508 29,408 29,008 29,008

(3) 194,948 194,327 190,855 182,864 184,364 185,101 187,700 187,852 184,779 179,750 177,363 184,416
２． 45,557 39,018 39,085 37,804 36,181 34,514 32,764 30,809 28,804 26,753 24,834 22,956
(1) 38,747 36,808 34,828 33,328 31,705 30,038 28,288 26,333 24,328 22,277 20,358 18,480
(2) 6,810 2,210 4,257 4,476 4,476 4,476 4,476 4,476 4,476 4,476 4,476 4,476

(D) 417,362 412,359 417,281 425,831 424,377 428,876 422,236 418,818 412,082 410,516 411,640 416,853
(E) 32,577 111,433 100,750 86,634 82,186 71,355 71,358 66,794 66,705 61,680 53,485 41,969
(F)
(G)
(H)

32,577 111,433 100,750 86,634 82,186 71,355 71,358 66,794 66,705 61,680 53,485 41,969
(I) 355,235 420,750 459,055 461,629 426,714 426,820 416,747 392,705 367,832 330,505 281,688 222,850
(J) 391,528 382,183 429,792 494,402 525,010 547,217 557,679 529,569 501,473 466,191 420,948 365,159

41,191 42,415 57,000 56,202 55,415 54,640 53,874 53,120 52,376 51,643 50,920 50,207
(K) 186,605 184,366 182,981 186,243 190,462 193,635 196,343 201,004 199,614 196,652 194,832 187,367

96,433 98,413 100,435 102,498 104,604 106,754 108,949 113,548 111,922 108,767 106,494 97,520

60,736 76,478 59,800 59,800 59,800 59,800 59,800 59,800 59,800 59,800 59,800 59,800
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 426,030 505,041 499,058 493,194 486,202 479,316 472,533 465,852 459,271 452,789 446,404 440,115

(N)

(O)

(P)

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度
平成３０年度

営 業 収 益

前々年度
平成２８年度

前年度
平成２９年度

平成３１年度 平成３６年度 平成３７年度 平成３８年度 平成３９年度平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

委 託 料

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

１． 65,000 55,000 55,000 50,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000 30,000

２． 8,692 33,556 28,950 35,912 36,678 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

３．

４．

５．

６． 8,750 57,472 34,500 36,000 37,000

７．

８．

９．

(A) 17,442 156,028 118,450 126,912 123,678 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000

(B)

(C) 17,442 156,028 118,450 126,912 123,678 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000 55,000

１． 142,423 176,413 338,287 323,759 289,000 293,000 232,000 232,000 232,000 232,000 232,000 232,000

18,146 18,266 18,200 18,200 18,200 18,200 18,200 18,200 18,200 18,200 18,200 18,200

２． 94,493 96,433 98,413 100,435 102,498 104,604 106,754 108,949 113,548 111,922 108,727 106,494

３． 649

４．

５．

(D) 236,916 272,846 436,700 424,843 391,498 397,604 338,754 340,949 345,548 343,922 340,727 338,494

(E) 236,916 255,404 280,672 306,393 264,586 273,926 283,754 285,949 290,548 288,922 285,727 283,494

１． 181,806 181,260 177,660 168,613 169,780 169,965 172,417 173,870 171,041 166,121 164,420 171,487

２．

３．

４． 55,110 74,144 103,012 137,780 94,806 103,961 111,337 112,079 119,507 122,801 121,307 112,007

(F) 236,916 255,404 280,672 306,393 264,586 273,926 283,754 285,949 290,548 288,922 285,727 283,494

(G)

(H) 1,848,803 1,752,370 1,718,957 1,673,522 1,626,024 1,571,420 1,494,666 1,415,717 1,332,169 1,250,247 1,171,520 1,095,026

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度

区　　　　　分

160 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260

160 260 260 260 260 260 260 260 260 260 260

8,692 33,556 28,950 35,912 36,678 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

8,692 33,556 28,950 35,912 36,678 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000 25,000

8,852 33,816 29,210 36,172 36,938 25,260 25,260 25,260 25,260 25,260 25,260

平成３９年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度
平成３０年度

平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度
前々年度

平成２８年度
前年度

平成２９年度

計

そ の 他

平成３６年度 平成３７年度 平成３８年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

国 庫 補 助 金 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成３８年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

平成３９年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度 平成３７年度平成３１年度
本年度

平成３０年度
前々年度

平成２８年度
前年度

平成２９年度



別紙１

水道料金 ＝ 基本料金 ＋ 超過料金 ＋ メーター使用料

１．水道使用分（税込）

水量（㎥） 料金（円） 水量（㎥） 料金（円）

10 1,188 11㎥以上 118.8

20 2,376 21㎥以上 118.8

30 4,320 31㎥以上 172.8

30 3,564 31㎥以上 118.8

250 13,500 251㎥以上 64.8

10 648 11㎥以上 64.8

20 2,916 21㎥以上 183.6

２．メーター使用分（税込）

口径（mm） 13 20 25 40 50 75

金額（円） 129.6 216 324 1,080 1,620 8,100

工事及び一時用

 水道料金は、以下の表のとおり、用途別の基本料金と超過料金及びメーター使用料の合計額
となります。

基本料金（１月につき） 超過料金（１㎥につき）

種　　　別

家事用

官公署用

水道料金の算定方法

工場用

営業用

浴場営業用

共同用



別紙２

　・総合計画 　・財務

　・施設管理 　・企画調整

　・水道用水供給 　・入札契約

　・水質管理 　・広報宣伝

年齢構成 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代
人数 0 1 4 2
割合 0% 11% 45% 22% 22%

お客様センター
（担当者　６名）

　・窓口、受付

　・検針、集金

　・水道料金

　・開栓、閉栓

市長

水道事務所組織　（職員数９名）

平成30年4月1日

60歳代
2

（民間委託　平成26年度～）

水道事務所
（所長　1名）

水道課
（課長　1名）
（主幹　1名）

工務給水係
（係員　4名）

業務係
（係員　2名）

0 30歳代 11%

40歳代 45%

50歳代22%

60歳代 22%

正職員の年齢構成

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

全体総括

　本市の状況は、人口減少や節水意識の向上により有収
水量は減少傾向にあるものの、検針業務や料金徴収業務
などを民間委託し人員削減や事務の効率化に取り組み、
それらの効果によって水道事業経営を維持できてきた。
　左記の経営指標の中で、本市の課題と考えられるの
は、管路経年化率が高く管路更新率が低いことと、有収
率が低下してきていることで、今後は老朽化した管路の
更新のペースを上げていく必要がある。
　事業推進のための財源として平成29年度から水道料金
を改定したが、世代間の負担の公平性の観点から健全性
を損なわない範囲での企業債活用を図り、料金や企業債
以外の財源確保にも取り組み、基幹管路の更新・耐震化
を着実に実施できるよう努めていく。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

2. 老朽化の状況について

【有形固定資産減価償却率】
　類似団体の水準よりやや低いが、年々上昇し、老朽化
が進行している。今後、老朽化する河南浄水場などの施
設整備が必要となってくるため、効率的な投資計画を立
案して事業を実施していく必要がある。
【管路経年化率】
　類似団体の平均値を上回っており、法定耐用年数を経
過した管路を多く保有している。今後、昭和50年代に拡
張した管路が更新期を迎えるため、一層経年化が進むと
見込まれる。
【管路更新率】
　管路更新のペースは低い水準で推移していて、類似団
体の平均よりも低く、更に今後、昭和50年代に布設した
管路が更新期を迎えるため、持続・安全・強靭の観点か
ら更新ペースを上げていく必要がある。
　このような状況から、老朽化が進んでおり、特に施設
よりも管路の老朽化が先行している。今後は、基幹管路
など重要な路線から優先的に更新していく必要がある。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

分析欄
1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

【経常収支比率】
　給水収益で維持管理費用などの経常経費が賄えている
が、類似団体の平均値より低い。これは平成12年度に水
道料金を改定して以降料金を据え置いている上、人口減
少等により給水収益が減少していることが影響してい
る。
【流動比率】
　100%を超えていて支払能力は維持できている。
【企業債残高対給水収益比率】
　類似団体の平均値よりも高いが、平成21年度以降は新
規の企業債を借り入れておらず、年々低下している。
【料金回収率】
　給水にかかる費用を近年は給水収益で賄うことができ
ていて、類似団体の平均を上回って推移している。
【給水原価】
　類似団体の平均よりも低い水準で推移している。今後
も業務委託を継続するなど経費節減を図り、この水準を
維持できるように努めていく。
【施設利用率】
　類似団体の平均値よりも高いが、人口減少等に伴う使
用水量の減少により概ね減少傾向となっている｡今後､施
設等の更新時には適正規模の検討が必要になる｡
【有収率】
 類似団体の平均値を上回っているが、近年は減少傾向
となっている。このため、今後は漏水調査や管路更新の
ペースを上げて漏水等を抑制し、有収率を改善していく
ことが必要である。
　このような状況の中、平成29年4月に水道料金を改定
したので、経営の健全性は引き続き維持できる。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

－

- 59.58 99.70 2,052 29,020 19.27 1,505.97 【】

36.89 792.90 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A6 非設置 29,250

経営比較分析表（平成28年度決算）
和歌山県　有田市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

40909 41275 41640 42005 42370

当該値 0.53 0.35 0.59 0.45 0.46

平均値 0.81 0.59 0.66 0.99 0.71
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①経常収支比率(％)
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当該値 0 0 0 0 0

平均値 6.33 7.76 2.8 1.93 1.72
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当該値 64.84 63.67 62.16 61.47 61.58

平均値 59.09 59.23 55.13 54.77 54.92
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【114.35】 【0.79】 【262.87】 【270.87】

【90.22】【59.94】【163.27】【105.59】

【47.91】 【15.00】 【0.76】


